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本日の話

１
 

横浜市の権利擁護の取組

～概況・取組経過等

２
 

市民後見推進の取組開始

３
 

今後の取組の方向性

これまで

今

これから



１－１
 

横浜市の概況

 人口
 

3,693,200人

 面積
 

434.98km2

 高齢化率
 

19.8％

 認知症高齢者数
 

64,242人

 療育手帳所持者数
 

20,807人

 精神保健福祉手帳所持者数
 

20,912人



１－２
 

横浜市の特徴

弱み
■１市町村としては規模が過大

■大都市ならではの「人間関係の希薄さ」

強み

■一方で市民活動は活発

1,200超のＮＰＯ、６割が保健医療福祉分野

自治会町内会加入率８割、大都市では高い水準

■専門職団体の熱心な取組

弁護士会・司法書士会・社会福祉士会・行政書士会

■横浜生活あんしんセンターの存在

法に先駆けた市全域の機関、地権事業は区域展開

■市職員の社会福祉専門職採用

昭和40年代から継続、現在約1,300人



１－３
 

横浜市の権利擁護関連事業の経過

平成10年 横浜生活あんしんセンター開設
 

「権利擁護の中心機関」

平成12年

成年後見市長申立を区長委任（規則改正）

区長の審判請求に係る要綱制定

あんしんセンターの法人後見受任の取組開始

平成14年 成年後見制度利用支援事業開始

平成15年 あんしんセンター日常生活自立支援事業の全区展開

平成18年 成年後見サポートネットの全区取組開始

平成21年 成年後見制度利用支援事業の対象拡大

平成22年
あんしんセンターの法人後見受任対象拡大

(2010年成年後見法世界会議が横浜で開催)

平成23年 市民後見推進事業への取組開始
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１－４
 

横浜市の成年後見区長申立件数

高齢者虐待防止法
地域ケアプラザ(地域包括支援センター)設置

成年後見サポートネット創設



１－５
 

市独自の取組～成年後見サポートネット

地域ケアプラザなど地域の相談機関

区社会福祉協議会
(生活あんしんセンター)

区役所
(福祉保健センター)

弁護士会

司法書士会

行政書士会

社会福祉士会

市内全区で、法律・福祉の専門家と相談機関が連携
 事例検討等を通じて質の高い支援を図る

その他

 
医師等

＜取組内容＞
 事例検討会、区内ｹｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ向け研修の企画、啓発事業の実施

 
等



２
 

市民後見推進の取組開始

 専門職団体の積極的な後押し

 地域福祉推進の趣旨

 成年後見法世界会議の開催も契機

 23年度は検討会の開催中心



２ー２
 

検討の趣旨

◎地域における権利擁護として、身近な市民が、

・社会貢献の意志と高い倫理観

・ともに地域で生活する者どうしの共助の視点

を持つ後見人等として活動することで、

地域福祉推進の一助となることを期待

◎成年後見サポートネット等を通じ、

区域で培ってきた専門職団体との連携を

市民後見人の養成やサポートにつなげる等、

横浜ならではの市民後見推進のあり方を検討



３－１
 

今後の取組～検討中の論点

必要性 担い手不足対応ではない積極的意味

定義・

目指す姿

市民の強みをいかした後見活動

～きめ細かい対応、同じ市民の立場、地域の共助

被後見人像 類型／居宅・施設の別／紛争性ない事案
 

等

養成 養成対象者／研修の内容／受任調整
 

等

活動形態 法人後見／個人後見（単独・複数）／リレー方式
 

等

サポート

行政と推進機関による活動のサポートが最も重要

○日常的な相談助言

○専門職・機関とつなぐ仕組

○地域の人や活動等とつなぐ仕組

その他 後見監督／報酬
 

等

活動・ｻﾎﾟｰﾄは

区域を基本



成年被後見人

市民後見人

地　　域

連
携

養成・後見事務支援

後見事務等相談

・認知症や障害理解の促進
・成年後見制度理解の促進

連　携

・地域活動団体へ
の活動資金助成

・担い手育成
・市民後見人が地
域で動ける環境整
備

身
上
監
護
・

財
産
管
理

支援（地域の人や活動とのつなぎ）

家庭裁判所

・福祉サービス
提供等の調整
・地域資源の情
報提供
・カンファレンス
への参加

・日常的な見守り体
制の構築
・地域のインフォーマ
ルサービス利用につ
いて調整
・自治会町内会活動
の参加について調整

連
携

介護保険・
各種福祉制度等

フォーマルサービス
見守り等

インフォーマルな
支援

障害者
地域活動ホー

ム

地域ケアプラザ
（地域包括支援

センター）

ケアマネ
ジャー

サービス提
供

事業者

あんしんセンター
（社会福祉協議会）

区役所自治会
町内会

地区社協

ボランティ
ア

ご近所

民生委員

弁護士会

司法書士会

行政書士会

社会福祉士会

各区成年後見
サポートネット

報告・監督

支
援

（
専
門
職
・
機
関
と
の
つ
な
ぎ

）

３－２
 

市民後見人検討イメージ



＜最後に＞
 

これからの展開にむけて

■
 

心がけていきたいこと

市民とともに

ニーズから出発するボトムアップで

プロセスを大切に

■
 

事後救済的な対応から

予防重視・ニーズ志向の地域福祉へ

・・・ご静聴ありがとうございました
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